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第１章　はじめに
　カナダの行政学者ピーター・オーコインは、ニュー・パブリック・マネ
ジメント（NPM）がウェストミンスター諸国を中心とする国際的な潮流と
して認識され始めた1990年の論文で、NPMの基礎となる２つ発想の１つで
ある公共選択論が、政治家が職業公務員に対する影響力を強めようとする
方向の改革を強調するという見解を示していた（Aucoin 1990）。そして、彼
の死後の2012年に公表された論文では、NPMにより、政治家による職業公
務員に対する介入が強まったとして、この現象をニュー・ポリティカル・
ガバナンス（NPG）という概念で把握しようとした（Aucoin 2012）。
　本稿では、オーコインの1990年論文、2012年論文及びその査読意見を通
じて、NPG概念が、NPM型の行政の開始以後の政治・行政に妥当するのか、
そして、この概念が、今後の政治・行政の分析や制度・運用設計に対し有
用性があるのかについて検討する1）。
論　説
ニュー・パブリック・マネジメント（NPM） 
が政官関係に影響を与えたか否か
──ピータ ・ーオーコインのニュ ・ーポリティカル・ガバナンス
（NPG）仮説──
平　井　文　三
 1） 本稿においては、Public Managementに対する訳語としては、「公共経営」を
充てる。New Public Managementに対する訳語としては、外来語のまま
「ニュー・パブリック・マネジメント」を充てるとともに、初出以外は略称の
NPMを用いる。オーコインの造語であるNew Political Governanceについても、
同様に、外来語のまま「ニュー・ポリティカル・ガバナンス」を充てるとともに、
初出以外は略称のNPGを用いる。
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第２章　1990年論文におけるオーコインの視点
　本章では、オーコインが1990年の論文「公共マネジメントにおける行政
改革：パラダイム、諸原則、パラドクス及び振り子」において示した、
1980年代以後のNPM型改革の背景となる異なる思想間の相克を提示する2）。
第１節　公共選択論とマネジェリアリズム
⑴　ニュー・パブリック・マネジメントの２つの源流
　ニュー・パブリック・マネジメントとは、1980年代以後の、特に、いわ
ゆるウェストミンスター諸国（イギリス、ニュージーランド、オーストラ
リア及びカナダ）におけるマネジメント改革において登場してきた一連の
考え方を総称するものである。これらの改革に共通するのは、コントロー
ルする者による業務執行の事前チェック、特にインプット（予算、人員等）
のチェックに重きを置くのではなく、戦略的コントロール、すなわち、達
成すべき目的を取り決めておき、目的達成のための手段・方法は業務を執
行する者に委ね、その達成度について事後に評価し、報償あるいは制裁を
与えるという点である。
　オーコインは、NPMの考え方は、新保守主義と同一にくくられがちであ
るが、その基礎には、二つの異なる思想があるという3）。一つは、公共選択
論（Public Choice）を中心とする経済学に由来する思想である（フッドは、
公共選択論、取引費用理論及びプリンシパル・エージェント理論を含め、
新制度派経済学であるという（Hood 1991））。いま一つは、民間企業の経営
（学）に由来する思想である。以下では、オーコインにならい、前者を公共
選択論、後者をマネジェリアリズムと呼ぶ。
 2） 本章は、平井 2004 のうち、オーコインの1990年論文を整理した部分を再構成
したものである。
 3） NPMという用語は、筆者の知る限り、Governance誌上において、本論文と同
一の巻号の同一の特集に掲載された、クリストファー・フッドの論文によって
命名されたのが初出であり（Hood 1990）、オーコインは、本論文ではこの用語
を用いていない。
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⑵　公共選択論とニスカネンの「予算最大化官僚」
　公共選択論（Public Choice）とは、一般には、ブキャナン、タロック、
アローらに代表される、1960年代以後に発展した、政治を中心とする社会
的意思決定を経済学的なモデルを用いて分析することによって構築された
理論体系を指す。行政経営の文脈においては、ウィリアム・ニスカネンの
「代表制政府と官僚制」における、代表制民主主義下における官僚制行動の
分析が有名であり、行政経営改革に対し一つのパラダイムを提供している
（Niskanen 1971）。
　ニスカネンは、国民を代表する議会と、終身職である官僚が、当該官僚
が執行を担当する行政サービスの規模を巡って交渉（ゲーム）関係にある
と仮定する（プリンシパル・エージェント理論と考えれば、議会がプリン
シパル、官僚がエージェントである）。また、財政規模が大きくなるほど、
行政サービス提供の費用（すなわち予算）の伸びはますます大きくなり（逓
増的）、逆に、行政サービス提供による便益の伸びは徐々に小さくなる（逓
減的）と仮定する。そして、官僚がその職から受ける報酬（給与のような
金銭的報酬のみならず、名声等の非金銭的報酬も含む）は、財政規模に線
形（一次関数）比例して大きくなるとする（ニスカネンの議論の基本形を
単純化して図示したのが次頁の図）。この場合、最も効率的な行政サービス
の規模は、総費用と総便益の差（国民の純便益）が最大になる点、すなわち、
費用曲線と供給曲線の傾きが等しくなる点（Q1）である。しかし、行政サー
ビス提供の費用と便益に関する情報は官僚が独占している（いわゆる情報
の不均衡）。したがって、便益を費用が上回る規模に至れば議会は官僚の提
示する行政サービス規模とそのための予算を拒否するが、そうでなければ
議会は官僚の提示する行政サービス規模及び予算を受け入れざるを得ない。
その結果、費用と便益が一致する点、すなわち、最適よりも過剰な、ゆえ
に非効率な規模の行政サービス（Q2）が提供されることとなる。
　ニスカネンの分析の前提は、アメリカ型の議会を中心とする代表制民主
主義であり、彼がレーガン政権（１期め）の大統領経済諮問委員会委員（の
ち委員長代理）を務めたことなどから、レーガン政権下のアメリカ連邦政
府の経営改革において影響力を有したことは想像に難くない。しかし、
ニュー・パブリック・マネジメントとの関係で特筆すべきは、イギリスを
始めとするいわゆるウェストミンスター型の内閣制の諸国においても、広
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く影響を与えたとされていることである。例えば、イギリスでは、サッ
チャーが首相に就任した際、第一次内閣の閣僚にニスカネンの「代表制政
府と官僚制」を読むよう勧めたという報告もある（Campbell and Halligan 
1992, 192）。なお、イギリスのようなウェストミンスター型統治機構におい
てニスカネンの分析を当てはめる場合、原典の議会対官僚という関係が、
大臣対官僚に置き換えられて捉えられることが多い。
　ニスカネンの結論がその発想の基礎となった統治機構を越えて支持を集
めたのは、石油ショック後の財政危機、より一般的に言えば現代の巨大化
した「行政国家」における代表制政府（政治）の危機に対する説明として
分かりやすいものであったこと、代表制政府（政治）の確立（公選による
政治家によるガバナンス）という19世紀型の自由民主主義的政治改革の現
代版の面があったことが挙げられる。
　ニスカネンの官僚制に対する処方箋は、公選による政治職（大統領、首相
及び大臣）の官僚に対する優位性を確立することであり、そのような政治職
への権力の集中である。オーコインは、具体的には、集権化（centralization）、
図　官僚の予算最大化行動
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調整（coordination）及びコントロール（control）という手段がとられると
する。
　集権化とは、大統領等が、官僚に委ねることなく直接意思決定を行い、
経営者として執行に影響を与えることを指す。これは、大統領や首相のよ
うな行政府の首長が、閣議のような集団的意思決定よりも独立したリー
ダーとして強いリーダーシップを行使すること、いま一つは個々の大臣が
その所管省（portfolio）の官僚に対して強いリーダーシップを行使すること
である。後者に関しては、経営情報システムの確立・整備により大臣に直
接、行政執行情報が届くようにすること、及び大臣が官僚トップ（次官等）
を飛び越えて局長等に直接指示を出すことにより行使される。
　調整とは、個別の省に分断された政策や予算の意思決定を、大統領府や
内閣府のような大統領や首相のお膝元の機関に集中して、そこで政治的意
思を反映させようとするものである。
　コントロールは、文字通り官僚制を公選による政治職がコントロールしよ
うとするものであるが、その中心は、省の幹部の「政治化」（politicization）、
すなわち、大臣スタッフ、更にはラインの職まで外部からの政治任用を増
やすことである。また、本来の目的は予算制約への対応や効率化のための
取り組みである行政組織の縮小（民営化、規制緩和、民間委託を含む）も、
官僚制の権力を削ぐために行われることも多い。
⑶　マネジェリアリズム－民間のマネジメント革新の導入
　マネジェリアリズム（Managerialism）のパラダイムは、行政の外である
ビジネス経営における新たなパラダイムに由来するものである。1980年代
においてビジネス経営改革の新たなモデルを提示したトム（トーマス）・
ピーターズとロバート・ウォーターマンのIn Search of Excellence（邦題「エ
クセレント・カンパニー」）（初版1982）にあるように、マネジェリアリズ
ムにおいては、現代の複雑な組織の目的実現能力は、組織システムを「脱
官僚化」するような経営構造・慣行によって強化できるとする。そうする
ことにより、①膨張した官僚制はスリムになり、②組織資源の利用が経済
的になり、③物事をより創造的に行うことにより生産性・効率性が向上し、
④組織のミッション、従業者、そして顧客により強い関心を払うことによ
り成果が達成されるようになると言う4）。この説は、やはり組織設計・経営
としての「官僚制」を批判していること、民間部門の経営が公共部門の経
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営より優れているという考え方が、1980年代の新保守主義者たちに歓迎さ
れ、支持されたものである。
　なお、オーコインは、経営思想においては、従前から、ハイラーキー構
造とその中での指揮命令を強調する考え方（フレデリック・テーラーの科
学的管理法）と、より柔軟な経営構造・行動を強調する考え方（チェス
ター・バーナード、メアリー・パーカー・フォレットら）とが競合してき
たものであり、マネジェリアリズムは後者の現代版であるとする。
　マネジェリアリズムにおいては、良い経営には権力の分散が必要である
とする。そのため、分権化（decentralization）、（官僚制内部での）規制緩
和（deregulation）、権限委譲（delegation）を強調する。
　分権化とは、現場経営担当者が自らの発意でその仕事を完了し、結果を
達成できるように（行動へのバイアス）、不必要な
4 4 4 4
（過剰であったり、しば
しば相互に矛盾したりする）中央からのコントロールを減らすということ
である。これにより、中央は戦略的な方針・優先順位付けに集中し、現場
経営担当者はプロセス・システムではなく、現場の資源（資金・人材）や
運営の経営に集中できるようになる。具体的には、現場（「フィールド」と
呼ばれる第一線）の職員に経営権限を附与する。他方、ルーティンに対し
異常・逸脱が生じたときには、迅速・的確に対応できるよう、ハイラーキー
の段階はできるだけ少なくする。
　規制緩和とは、ラインの現場経営担当者が、その組織の使命（mission）
達成のためには、資源及び人員に関し、自由に権限を行使できるように、
 4） 久米（2013, 115-116）は、同書が「適当なデータを捏造して書かれたもので
あったことが、著者の告白で明らかになっている（Peters 2001, pp. 81, 144）。こ
れは論外である。」としている。しかし、当該インタビュー記事（ウェブ版）
（Peters 2001）、ブルーミング・ビジネスウィークの記事（Byrne 2001）、ピー
ターズ本人のブログ（Peters 2006）及び原著（Peters 2012, 3-26）に照らすと、
①インタビューではピーターズは原著に明記された方法論を述べているに過ぎ
ないこと、及び②データを捏造した（“We faked the data”）の一文はインタビュ
アーのアラン・Ｍ・ウェバーが記事作成過程で挿入し、ゲラの段階で読んだ
ピーターズも（おそらくユーモアとして）問題視していなかったことが分かる。
質的調査の方法論の妥当性についての議論はあるであろうが、このインタ
ビューのみをもってして「データの捏造」と断定するのは適切でないと思われる。
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規則・規制を廃止又は削減することで、マネジェリアリズムの中心的なパ
ラダイムである。これにより、ラインの現場経営担当者が自律的に経営を
行えるようにするとともに、財務・人事の中央管理部門をスリム化するこ
とができる。
　権限委譲とは、ライン組織は、明確な権限（authority）、行動責任
（responsibility）及び説明責任（accountability）の下で、資源、アウトプッ
ト及び結果について、経営の評価を受けるように組織される。組織の幹部
（corporate executive: 大統領、首相、大臣等）は、ライン組織の主要な使命
の設定のみに集中し、これまでのように、権限の委譲を受けたライン組織
が、複数の、しばしば相互に矛盾する目的追求を要求されないようにする。
さらに、使命の単一化を通じて、その組織の行政サービスを受ける顧客に
対する応答性も高まる（多数の目的を抱え込まないことによって、誰の満
足度を高めればいいのか分かりやすくなる）とともに、顧客満足度を高め
ることを求められるようにもなる。端的な例としては民間委託（contracting-
out）が挙げられるが、イギリスの執行エージェンシーを始めとするライン
部門の独立化も、この方向性に沿った改革といえる。
第２節　パラドクスと振り子
⑴　３つのパラドクス
　オーコインは、公共選択論とマネジェリアリズムの二つのパラダイムの
間には、以下の３つのパラドクスが生じると論じている。
　１つ目のパラドクスは官僚制の弊害への対処である。公共選択論におい
ては、官僚制の弊害は、官僚の側の権力の大きいことが原因であるとし、
公選による政治職が、政治的なスタッフ、ラインの経営担当者への政治的
任用等を通じて官僚を抑え込むことによって対処しようとする。これに対
し、マネジェリアリズムにおいては、官僚制の弊害は、官僚の側の権力自
体によるものではなく、トップが重く、公式のコントロール・システムに
過度に依存した組織設計によるものであるとする。したがって、官僚制の
弊害に対しては、ラインの経営担当者をトップによる過度のコントロール
から解放することで対処しようとする。したがって、この二つの思想にお
いては、官僚（職業公務員）を最初から縛るのか、やり方は任せるのかと
いう点で一致しない。
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　２つ目のパラドクスは政策・執行二分論（policy/administration dichotomy）
についてどう考えるかである5）。公共選択論においては、公選による政治職
の政治権力を強調する立場から、政策決定のみならず業務執行についても
その意思決定には政治性があるのであるから、政治家、特に執行部のトッ
プは「経営者」でもあって、あらゆる局面に政治家が影響力を及ぼすべき
であるとする。ここでは、職業公務員は、独立した「専門家」として裁量
を持って行動することではなく、数を増す政治的任用職とともに、あくま
で政治家という「ご主人」に忠実な「代理人」であることを求められるの
である。
　これに対し、マネジェリアリズムは、二分論をその文脈で改めて強調す
る。ピーターズとウォーターマンが前掲書で述べるように、政策とは「少
数の中核的な価値」であって、トップの意思決定はそこに限定され、ライ
ンの現場経営担当者は、その価値への密着は強く求められる（トップはそ
の監視はしっかり行う）が、実際の業務運営は裁量で自由にやらせる。こ
こでは、実際の業務運営という「経営機能」の行使における「政治」を肯
定的に捉えるか、否定的に捉えるかが正反対の方向を示す。
　３番目のパラドクスは、代表制・応答性の問題（representation/
responsiveness conundrum）についてどう考えるかである。公共選択論に
おいては、公選による政治職の職業公務員に対する優位性を強調する立場
から、行政組織が、狭い個別利益を追求する利益集団等に影響を受ける（い
わゆるcapture）ことをなくし、より幅広い「一般利益」を代表する公選に
よる政治職の意図が貫徹すべきであるとする。
　これに対し、マネジェリアリズムは、経営を取り巻く環境情報としての
政策の対象者のニーズの重要性を認め、政策の対象者に対する応答性に高
い優先順位が与えることから、規則や規制を理由にして政策の対象者の
ニーズに答えないような繁文縟礼（red-tape）的な対応は否定され、現場経
営担当者は、常識を用いて、政策の対応者に対する応答性をできるだけ高
めることが求められる。
 5） ウッドロー・ウィルソンの「政治の研究」以後、日本では「政治・行政二分論」
（politics/administration dichotomy）として紹介されることが多いが、オーコイ
ンは「政策・執行二分論」という表現をしている。
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　行政組織は、業務運営において、政治的トップや議会議員からの圧力と
ともに、顧客等の利害関係者の圧力も当然受けている。しかし、公共選択
論の考え方に基づけばもちろんのこと、法治主義という憲法的要請の下で、
行政組織はどのような「商品」をどのような「顧客」に対し提供するかに
ついて裁量がほとんどない。しかし、その「顧客」の範囲から漏れた者か
らは、行政組織は応答性がないと非難されてしまうのである。
⑵　パラドクスの中で揺れる振り子
　オーコインは、これらの三つのパラドクスの間で、行政経営改革は振り
子のように揺れ動くという。以下では、1990年論文執筆時点での、オーコ
インによる、振り子の振れ方の認識と、その振れ方の好ましい方向の認識
を示す。
　まず、集権化と分権化は、選択的に同時に行える（例えば、財政緊縮が
求められている場合の集権的歳出予算編成と分権的財務管理システム）。逆
に、その中庸をねらうのはあまりうまくいかないことが多い。また、政策
とその優先順位がはっきりしていないと、選択的に集権化・分権化を追及
することもうまくいかない。選択的アプローチをとるに当たって重要なの
は、政府が特定の優先的政策分野と、それ以外の政策課題を区別する能力
である。前者は集権的に取り組み、後者は分権的に現場の政策運営能力に
委ねるほうがうまく経営できる。
　次に、調整と規制緩和については、政策間の相互依存が避けられない政
府という組織においては、利害得失のみを考えて組織の連結切り離しを行
えばよい民間組織とは逆に、非常に対処の難しい問題である。経営上の金
言「編むことに執着する（自らの業務に集中する）」のが政府において難し
いのは、行政が経営を行うことがふさわしい範囲を越えた活動に従事させ
られていること、それらを切り離していっても、それでもなお国家の個々
の事務の相互依存性が高いことである。
　政府は、これまでも巨大省、閣僚会議、中央政策調整機関などを通じて、
細分化された行政組織の調整を図ってきたが、あまりうまく機能していな
い。近年は、中枢スタッフ機関は政治任用職や政権に「コミット」した官
僚で占められる一方、ラインの現場経営担当者は規制や基準から解放する
方向に進んでいる。しかし、規制緩和の論理は、現場のラインの経営担当
者が一番結果を出す方法をよく知っているのでその障害となる中央からの
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規制から解放するというものであるから、結果に対する説明責任の仕組み
が不可欠である。また、政治の側で、行政の過誤や雇用均等のような新た
な規範からの逸脱に対して、新たな規制や再規制を要求するか否かという
のも試金石となる。
　コントロールと委任については、多くの政府において、官僚制をコント
ロールするための行政組織の「政治化」と、自律性の高い行政機関へ委任
を拡大する新たな組織設計を同時に進めている。前者でコントロールを確
保しているがゆえに後者への移行が進んでいるという面もある。委任は、
特定の機能を切り出して独立体（stand alone）にする、という方向で進ん
でいる。細分化（departmentalism）や、疑似独立組織による目標のすり替
えの問題に悩んでいたのと同じ政府が、経営担当者に結果達成のための柔
軟性やより高い説明責任を附与する目的で独立組織体を作る方向へ移行し
つつあるのは一種の皮肉である。
　マネジェリアリズムのアプローチにおいては、委任と規制緩和は密接に
関連している。「独立体」的機関を創設することが関心を呼ぶのは、政府が
常に複合企業（conglomerate）的性格を有しているという認識との関連が
強いものと思われる。現代のマネジェリアリズムのこのような動きは、一
昔前に国営企業等を「腕一本の長さの距離」（at arm’s length）だけ話して
設置したのと同じ方向に振り子が戻っているとも言える。そのような国営
企業等が現在民営化や廃止されているのは、政府組織に対する「コンティ
ンジェンシー理論」（組織成果は組織の環境と構造との偶発的な適合
（contingency）に依存するという考え方）の証左であろう。このような近
年の組織改革において、コントロールは、細分化の機能障害を打ち破ると
いう政治的意思と、これらの特化した事務事業を全体統合するための政策
枠組みがある場合に最も有効であり、このような前提条件は、限定的な数
の政策分野にしか存在し得ない。それ以外の場合には、自律性と、特定の
結果の評価の仕組みを同時に提供することによる、特化の利点を活用した
委任のアプローチが好ましい。
第３章　2012年論文におけるオーコインのNPG概念
　オーコインの2012年論文は、彼が2011年７月に逝去したことによって、
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彼自身によって完成されたものとはならなかった。彼は、本論文の初稿を、
逝去する数か月前に「ガバナンス」誌に投稿した。編集者は、２人の査読
意見を送り、改訂稿の投稿を要請した。しかし、改訂は生前には完了しな
かった。編者は、オーコインへの追悼として、彼の初稿を掲載するとともに、
査読者２名（ニュージーランドのジョナサン・ボストンとオーストラリア
のジョン・R・ネザーコート）に、査読意見を整理して、オーコイン論文に
対する応答（reflection）として掲載する了解を得た6）。
　本章では、オーコインの遺稿となった2012年論文での彼のNPG概念を紹
介し、次章では、二人の査読者の「応答」を「査読意見」として紹介する。
第１節　ウェストミンスター諸国における伝統的な職業公務員の規範
　長期にわたり、ウェストミンスター型行政モデルの最大の特徴は、成績
に基づき、大臣からは独立して任用される職業公務員集団の存在であった。
民主的に選出された政権の執行権をこの枠組みが超越することを正当化す
る公共の利益のアウトカムが常に２つあった。第１に、職業公務員集団は、
その時々の政権によって党派的に使用されてはならないとされるゆえに、
国民に対して中立的に行動することができる。第２に、彼らは、成績に基
づき任用されていて、政権への助言や行政上の意思決定の基礎に非党派的
な基準を用いるがゆえに、中立的に、政権に助言を行ったり、プログラム
の実施を行ったりできる。
第２節　NPM型改革とNPG
　1980年代に開始されたNPM型の改革は、職業公務員たるマネジャーの資
源マネジメントに対する、集権化されたコントロールを抑制し、その裁量
を拡大する一方で、彼らに対する政治的なコントロールを強化するという
矛盾をはらんでいるように見えた。このパラドクスを解決する理論は、①
マネジャーは望ましいアウトカムを確保するためのマネジメントに対し、
より大きなマネジメント上の権限を必要とする、②望ましいアウトカムは、
大臣からの、より明示的な政策及びプログラムの指示に従って決定される、
③大臣は、その代わりに、マネジャーが自分の期待値を充足したかどうか
 6）  Aucoin 2012, 177のEditors’ Noteによる。
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について説明責任を負う、というものである。この理論の支持者は、民主
的なガバナンスにおいては、民主的に選出された政権の手に、政策及びプ
ログラムに対するより大きなコントロールがあるべきであり、このことは、
中立的であるべき任用や職業公務員集団の職務に対する党派的・政治的な
介入によるマネジメントの悪化を招かないと主張していた。
　しかし、この30年で、NPMの第２の目的である政治的なコントロールの
強化は、公共サービスの執行における中立性と、職業公務員集団の非党派
的なマネジメントという職業公務員集団の伝統に明示的に反する、政治化
の形態に形を変えてしまっている。これがNPGである。オーコインは、
NPG概念は、初期のNPMにおける（イギリスのテレビ・ドラマ・シリーズ
Yes, Ministerにみられるような）政治的幹部が自身の配下の職業公務員に力
を削がれたり、妨害されたりすることがないように、彼らをコントロール
しようとすることとは異なるものとして区別している。大臣による職業公
務員集団に対する正統性のある民主的なコントロールとは対照的に、NPG
は、時の政権が、公共の資源の使用や公共部門の事務の執行に当たり、競
合する党派に対する党派的な優越性を確保するために、職業公務員集団を
使用し、誤用し、濫用しさえすることを追い求めるような政治化による腐
敗類型である。
第３節　NPGの４つの特徴
　NPGには４つの特徴がある。行政府のガバナンスと継続的な政治キャン
ペーンとの結合、ガバナンスと行政における第３勢力としての党派的な政
治スタッフ、上級幹部職業公務員集団に対する個人的な任用の政治化、そ
して、職業公務員集団の政権に対する忠誠と支持が、本来の職務と混然一
体となって、時の政権に対する党派的な行動となるという推定である。
⑴　行政府のガバナンスと継続的な政治キャンペーンとの結合
　オーストラリア、イギリス及びカナダの３国では、首相の補助部局への
権力の集中が高まっている。
　重要な問題は、政府中枢において権力が行使されることが、戦略的統治
につながっているのか、それとも、行政府のガバナンスと継続的な政治キャ
ンペーンとの境目をあいまいにしているのかという点である。前者であれ
ば、権力の集中は、必ずしも内閣という構造を排除しない。後者の場合には、
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内閣制の政権は、あらゆる面において党派的利害を優先するような、政治
化されたガバナンスの形態に取って代わられ、首相と、首相のお気に入り
の政治スタッフ、それに、数名の信頼された大臣と職業公務員からなる非
公式の集団に支配されてしまう。政治化されたガバナンスが優位となれば、
権力の集中は政治的に中立な職業公務員の不偏不党性に対する大きなリス
クとなる。過去20年間において、オーストラリア、イギリス及びカナダに
おいては、これが常態となっている。このリスクとは、抑制されない執行
権力が、政権政党の党派的な利益に対し、誤用・濫用されるということで
ある。また、行政的な行為を伴う意思決定の実施に大臣のみが行為を行い
うる場合はまれにしかないため、権力の誤用・濫用は、必ず、政治的に中
立な職業公務員を党派的な政治の渦に巻き込んでしまう。
　ニュージーランドはこの傾向の例外である。20世紀の大部分において、
同国は、極端に首相優位の伝統を有してきた。しかし、選挙制度改革（比
例代表併用制の導入により、複数政党による多様な連立が組まれるように
なり、大臣の職が守られる）と職業公務員の官職の任用・マネジメントの
新たな制度（首相の上級幹部公務員に対するコントロールから独立性が守
られる）が、首相の地位を変えた。これらの制約により、同国は、他国で
権力の集中を生んだ圧力に最善の対処を行うことが可能となった。
⑵　政治スタッフの拡大
　党派的な政治スタッフの拡大は、過去40年間に進んだ現象である。首相
の政治スタッフは、現在では、上級大臣や上級幹部公務員に匹敵する、あ
るいは彼らを超越した影響力を有している。ウェストミンスター型４か国
における政治スタッフの数には大きな差があり、オーストラリアとカナダ
では400 から500、イギリスとニュージーランドでは70程度である。いずれ
の国でも、大多数は首相の補助部局にいる。
　政治的マネジメントは、行政府のガバナンスを継続的なキャンペーンと
一体化させる。このような状況下においては、首相が政治スタッフからの
助言を信頼し、尊重することは不思議ではない。政治スタッフは、大臣に
とっては、政治的マネジメントのために有用であるし、職業公務員にとっ
ても、政治的に中立な職業公務員が対象とする範囲を超えた政治的マネジ
メントに従事する限りは有用である。
　政治スタッフが、政府において、一つの分離された勢力として活動する
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ことにはリスクが伴う。彼らは、政権与党としての立場から政権の地位を
高め、保護しようとする。その際、彼らは、効果的な政治的マネジメント
を追求するに当たって、政治的に中立な職業公務員という価値、そして、
職業公務員に割り当てられた明確な職務権限の範囲が、その障害となると
みなしがちである。伝統的な職業公務員の価値を継続的に破壊してきた多
くの事例は、職業公務員を政治スタッフの同盟関係に引き込めない限り、
職業公務員は、必ずや、政権のアジェンダ実施の前に立ちふさがるもので
あるという政治的マネジャーの認識を単純に補強している。
　ここでも例外はニュージーランドである。同国でも、政治スタッフは、
他国と同じく、政治的な政策助言及び政権のアジェンダの実施への注視と
いう面で重要な存在であったし、同国に独特なのは、連立政権の編成と、
連立におけるプログラムの交渉における顧問として重要であった7）。
　しかし、同国の政治スタッフは、他国と異なり２点の大きな制約があり、
ゆえに、政治的中立性とマネジメント上の業績に対するリスクが緩和され
てきた。第１に、首相が、連立政権のリーダーであって単純に単一政権与
党のリーダーではないために、政治スタッフは、首相の代理人としてさえ、
自由に政府全体を通じて影響力を行使することができない。第２に、上級
幹部職業公務員は、首相から独立に任命され、マネジメントされている。
ゆえに、自らの将来のキャリアに影響を与える者に媚びを売る目的で、政
治スタッフに従うというインセンティブが生じにくい。
⑶　上級幹部職業公務員集団に対する個人的な政治化
　公共マネジメント改革の最初のフェーズで、各国首相は、上級幹部職業
公務員に、官僚制におけるリーダーシップ的存在として特別の注意を払っ
た。
　イギリスにおいて、マーガレット・サッチャー首相の最初の課題の１つ
は、各省事務次官の任命への関与であった。この、サッチャー首相の関与
こそが、上級幹部職業公務員の任用の「個人化」（personalization）又は「個
人的政治化」（personal politicization）という概念の発展の鍵であった。彼
女は、保守党支持者をこれらの官職につけることには興味はなく、明確に
 7） オーコインは、保守党と自由民主党の連立政権となった2010年以後のイギリ
スも同様であるとしている。
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政府のアジェンダを支持し、これを完遂できる者を任用することを望んだ。
トニー・ブレア首相も同様であった。彼は、少数の政治スタッフに対し、
職業公務員に指示を出す権限を与えるのみならず、内閣府の職業公務員が
就くべき官職に、多くの非公務員を任命した。
　オーストラリアでは、職業公務員全員をその裁量で任命できる公務委員
会が1987年に廃止され、事務次官の任命を首相に推薦する権限は、首相内
閣省事務次官に与えられた。事務次官の終身制は、任期制の契約に置き換
えられ、この任期は首相が業績に基づいて決定する。政治的に中立な職業
公務員という一貫したレトリックは維持されているものの、首相は、事務
次官を免職し、又はその任期を更新しないという意思、（ジョン・ハワード
首相及びケヴィン・ラッド首相が行ったように）注目を引く任命に外部人
材を登用するという意思、そして、（同じくハワード首相及びラッド首相が
行ったように）政権交代後、首相内閣省に新たな事務次官を任命する意思
を、継続的に表明している。
　カナダでは、首相が、上級幹部職業公務員の上位２段階である事務次官
（deputy minister）及び事務次官補（associate deputy minister）を任命する
（約70官職）。首相の、これらの官職に対する関心は長期にわたり続いてき
たものである。実際には、カナダ連邦政府の上級官職は、ほぼすべてが、
職業公務員によって占められてきた。事務次官職への外部人材の任用はま
れであり、外部人材が任用された場合でも、それが党派的なものとみられ
たことはなかった。任命は、首相自身の事務次官（枢密院書記官長）の推
薦に基づいて決定される（枢密院書記官長は、カナダ職業公務員の長であ
り、推薦は、事務次官委員会の助言を受けて行われる）。
　これらの、上級幹部職業公務員任命権が首相にある３か国において、政
治的中立性に対する懸念とリスクは、被任命者が、首相の利益を保護し、
拡大するために、いかなるニーズにも応える義務（又は少なくともキャリ
ア上のインセンティブ）を負う首相の代理人とみなす程度の大きさである。
この利益は、時として、政治上の党派的利益であることもある。任命が首
相によってなされるのであれば、昇任を求める公務員は、どうしても「過
度に喜ばせたがる」（オーストラリア首相内閣省の元事務次官マイケル・
キーティング）こととなる。
　３か国の内部者は、すべての職業公務員がトップ・ランクまで昇任する
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訳ではないことも、トップ・ランクまで行った者が、能力以外の理由で事
務次官にまでなれないことがあることもよく知っている。能力以外の理由
とは、大臣とその政治スタッフによる政治的な査定である。カナダのジャ
ン・クレティエン首相は、「国民に選ばれた政府が何かを動かす権限を全く
有しない」ようなことがないように、政治的コントロールの一形態として
の任命権が必要であることを認めている。彼は、事務次官たちを、政権の
同盟者とみなすことを好んだ。自由党のスキャンダルに対する独立調査委
員会が、事務次官の任命手続の独立性の強化を勧告した際に、大臣や事務
次官の経験者が、クレティエン首相の見解を支持している。彼らは、首相
をCEO、事務次官を副社長とみなしていたのである。これらの官職の選抜
は「重要過ぎて、政治的プロセスから切り離されたいかなる選抜システム
にも委ねられない」とされたのである。したがって、誰が首相によって任
命されるか（されないか）においては、政治的要素が考慮される。個人的
政治化は正当化される。政治的中立性に対するリスクは全く考慮に入れら
れていない8）。
　対照的に、ニュージーランドでは、各省の首席執行官（従前の事務次官）
は、1988年以前のように国家公務委員会が独立して任命するのではなく、
その選抜に対し大臣が何らかのインプットをし得るように変更された。し
かし、後に明らかになったように、この新たなシステムは、ウェストミン
スター諸国の中で最も独立性が高いものとなり、現在では、任用の独立性
と首席執行官集団のマネジメントの独立性を確保しているという点で、厳
密に成績主義的であるとみなされている。このメカニズムでは、国家公務
委員会が候補者１名のみを推薦する。民主主義的な安全弁として、内閣は、
拒否権に加え、自ら選んだ候補を任命することもできる。しかし、拒否の
事実と拒否された候補者名は公表されねばならない。拒否は過去に１件の
みである。
⑷　本来の職務と混然一体となった党派性を帯びた職業公務員集団
　首相とその政治顧問は、職業公務員の上級官職に誰が就くかについて、
統治上及び政治上の両面において、政府全体の業績が政権の成功にとって
 8） このスキャンダルは、ケベック州における自由党の広報キャンペーンをめぐ
るものである。
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重要であるというごく単純な理由で注意を払っている。しかし、政権は、
職業公務員集団が、自政権のアジェンダを公に支持し、あまつさえ熱狂的
であって、利害関係者との協議や国民に対しサービス提供を直接行う際に、
自政権のアジェンダを推進してほしいと希望する可能性もある。熱狂的な
支持を期待する程度によっては、時の政権に対する伝統的な忠誠義務を超
越する。政治的に中立な忠誠を党派的な忠誠に置き換えるのである。
　政治化のリスクは、様々なレベルの職業公務員が、現在、利害関係者、
組織化された利益集団、個々の国民、メディア、そして議会の議員と接す
る際に、公開度が高まっていることによって高められている。議会や国民
には見えないという意味での職業公務員の匿名性は既に消えている。NPG
の環境においては、さらに、大臣は、明示的な場合もあるが、通常は暗黙
裡に、無数の公開のフォーラムで人目にさらされ、その発言を聞かれる職
業公務員が、政権の政策を支持すること、すなわち、単なる叙述や説明を
超越することを期待している。この期待は、職業公務員が、選挙や政治集
会のような党派的な政治プロセスに関与することに対する期待ではない。
協議、サービス提供、メディアとのコミュニケーション、議会報告、議会
の委員会への出席などにおいて、利害関係者、組織化された利益集団、国民、
メディア、議会の議員などとの関係で、時の政権の代理人としてという意
味で、本来の職務と混然となり、又は、本来の職務との間で切れ目なく連
続的に党派的であるということである。大臣は、これらの業務の多くは、
非政治的に執行しうることを認識している。しかし、その政権が行ってい
ることの公的な価値が議論となった際に、大臣は、職業公務員が、この挑
戦に立ち向かうことを期待している。職業公務員が大臣の指示がなくとも
そのように行動することを、大臣の側で期待できるのであれば、本来の職
務と混然一体となった党派性という規範が職業公務員の文化の中に蔓延し
ていることになる。政府の政策若しくは行為を支持することにより、又は、
ある状況では党派的に行動するがある状況ではそうしないことによって、
職業公務員集団が、その本来の職務と混然一体となり、又は、本来の職務
との間で切れ目なく連続的に党派的となりうるという見方は、ウェストミ
ンスター諸国の伝統としては知られていない。
　本来の職務と混然一体となった党派性という文化が職業公務員集団の規
範として明確化されている国はない。いずれの国でも、政治的中立性が公
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式のドクトリンである。実際、現在、職業公務員の行為規範・価値規範が
公布される度に、政治的中立性は、より高い頻繁で強調される。しかし、
これに対する違反も常態化している。例えば、イギリスでは、大蔵事務次
官が、ある上級政治顧問とともに、政権の経済政策について、当該政策を
称賛はするが、驚くような内容はほとんどない書籍を編纂し、内閣事務次
官に昇任している9）。オーストラリアでは、ある機関のトップが、公務委員
長からも許可を得て、政権の政策を推進するような、党派的な政権広告に
登場している。これは首相を満足させるためである10）。カナダでは、職業
公務員集団が、ハイラーキーのあらゆるところで、本来の業務と混然一体
となった党派的行動を取った結果を明確に示す大スキャンダルが起こった
が、職業公務員のリーダーは、これを、一部の官僚による特殊な事件とし
て処理している。
　職業公務員が政権を支持する際に、政治的中立性の一線を越えるような
事件が発生した場合、これに対する典型的な反応は、カナダのように逸脱
ととらえるか、イギリスのように現代行政の現実であるととらえるか、そ
れとも、オーストラリアのように、許されることと許されざることの間の
グレーゾーンではあるものの、実際にはグレーゾーンが過度に広く、事実
上、あらゆることが許されてしまうかのいずれかである。これらの事例に
おいて、システム上の問題の存在を強く否定していることが、現状を特徴
づけている。カナダのスキャンダルは、この点で教訓的である。複数年に
わたって発生し、トップを始めとするあらゆるレベルの公務員からの警告
があったにもかかわらず、最も重要な時点で、混然とした党派性に協調的
な文化が作動し、職業公務員が一線をこえてしまったからである。退職し
 9） ゴードン・ブラウン大蔵大臣の下で政治顧問（大蔵省首席経済顧問）を務め
ていたエド・ボールズとMicroeconomic Reform in Britain: Delivering Enterprise 
and Fairness: Delivering Opportunities for All (2004) を共編したガス・オドンネ
ルを指しているものとみられる。
10） ハワード政権（自由党・国民党連立政権）下の2007年に、職域機構（Workplace 
Authority）長官（職業公務員）のバーバラ・ベネットが、ワークチョイス（労
使関係を労働組合と使用者によるものから個々の労働者と使用者によるものに
するなどの新政策）の政府による宣伝広告に出演したことを指しているものと
みられる（New Matilda, August 8, 2007; Murphy 2007; Mulgan 2008, 350）。
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た事務次官団体の元会長の言葉を借りれば「政治レベルの者が望むことは
明らかであり、公務員は行進命令を受け、行進した。」そうしないことは、
「カナダ公務員が歴史的に機能してきた方法と極めて異なる。歴史的に機能
してきたこととは、単に命じられたことをすることである。」
第４節　NPGへの対応策
　ここでの課題は、元々、政治化、ゆえに、政治的腐敗のリスクという脅
威を有する様々な力が働くような文脈の中で、いかに政治的中立性とマネ
ジメント上の業績を強化し、保護するかである。ニュージーランドの例は、
選挙制度に由来する、制度的なチェック・アンド・バランスの頑健さを示
している。この選挙制度は、単独政党が過半数を取る政権を生まず、ゆえに、
行政府と首相の優越的支配を生まない。連立政権は、行政府のガバナンス
において、内閣と、個々の大臣の役割を強化し、首相を制約し、首相の政
治スタッフが政府横断的に活動する能力を減ずる。ニュージーランドと
オーストラリアの主要政党において、議員総会が首相を免職する権限を保
持していることも、たとえそれが伝家の宝刀であったとしても、首相の権
限の制約として機能している。首相又は大臣が単独で有する広範な任命権
（疑似独立的な、又は腕一本の距離にある、執行、規制、又は議会機関）を
除去するような改革方策（イギリスで実施されている）も、首相の権力を
減ずる。オーストラリアやカナダに見られるように、党派的に用いられや
すい政府広告のような政府活動における政治腐敗のリスクを減少する方策
を取るという方法もある。首相の権限に対するこれらの様々な制約は、職
業公務員集団の濫用や誤用による政治腐敗のリスクを減少する。
　トップの官職の独立した任用と、各省におけるマネジメント機能のガバ
ナンスを遂行する独立した役員会の設立が、２つの最も大きな制度改革で
ある。前者は、４か国すべてにおける独立した任用の伝統を基礎にすると
いう点で合理的に明確である。後者は、たとえ最近の発展を基礎に作られ
るとしても、大きな変革であり、広く知られている訳でも、よく研究され
ている訳でもない。
⑴　公務員集団の政治的中立性のための独立した任用
　任命、昇任及び政党理由のある免職などの任用の独立性には、３つの目
的がある。第１に、公務員集団の任用の党派的な濫用又は誤用を除去する
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ために、公務員集団の任用における、党派政治的な影響力を除去すること
である。第２に、政府と国民が、行政機能を執行する能力のある公務員に
よってそのサービスを受けられるように、成績主義に基づき任用の意思決
定を行うことである。第３に、公務員がその機能を非党派的で政治的に中
立な方法で行っているとみなされるように、政治的幹部（又はその政治ス
タッフ）による、不適切な党派政治的な要求から公務員を守ることである。
　オーストラリア、イギリス及びカナダにおける、首相による職業公務員
のトップの官職の任用は、たとえ意思決定への助言プロセスのメリットが
何であろうとも、そして、たとえその任用が職業公務員の中からなされた
としても、非党派的な職業公務員集団という規範的な構造に対する重大な
例外となっている。これは、首相によって任命される者が、立法上又は権
限の委任により、直近の部下であり、自らの後継者である上級幹部職業公
務員を含む、省内の任命権を有するからである。トップの官職の任用（と
人材マネジメント）の独立した構造の確立は、ウェストミンスター諸国に
おいて例外的なものとは言えないであろう。ニュージーランドは、独立し
た構造を実現している。ただし、極端な状況において利用可能な、合理的
に民主的安全弁としての価値を示す拒否権を政権が保持していることを前
提としている。独立した任用は、採用のみならず、公開競争任用も、（競争
の有無にかかわらず）公務内部からの任用も対象としなければならない。
独立した任用の権限には、公共サービスにおける職業公務員集団の組織的
資源としての、上級幹部職業公務員集団のマネジメント権限も含まれてい
なければならない。この点で、マネジメント上の業績の推進が、中央の組
織マネジメント機関による奨励と監視のみに依存することにならないよう
に、この権限は、省／機関レベルでのマネジメントのガバナンスのための
新たな仕組み（すなわち、⑵に述べる「役員会」）とリンクされうる。
⑵　マネジメントのガバナンスのための省の役員会
　非党派的な職業公務員集団の任用を成績に基づき独立して行うならば、
政治的に中立的な行政の成立と、マネジメントの業績向上を促すはずであ
る。特に、このシステムに最上級の官職が含まれているならば、なおさら
である。しかし、マネジメントの業績は、最良のマネジャーをトップの官
職に就けることを必要とするのみならず、彼らの権限行使について、チェッ
ク・アンド・バランスを設けることも必要とする。すなわち、頑健な「マ
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ネジメントに関するガバナンス」体制を必要とするのである。
　ウェストミンスター諸国において用いられているマネジメントのガバナ
ンスは４種類ある。
　第１は、特に人的資源と財務資源のマネジメントにおいて、マネジメン
ト機能を統治するために、中央マネジメント機関の使用が続けられている。
過去30年超の期間、かつて長期にわたって存在してきた中央機関の、各省
のマネジメントに対するコントロールのスリム化と、各省の職業公務員の
長へのマネジメント権限の大規模な委譲が同時に行われてきた。中央から
押し付けられ、標準化された、政府全体の、フリーサイズの規制は、すべ
てではないにしても、多くのものが廃止された。このスリム化において、
単純なルール遵守をマネジメントに対するガバナンスの主要な形態として
用いる中央機関の能力は著しく減少した。しかし、各省のマネジャーに委
譲されるマネジメント権限の拡大は、これらの各省のマネジャーの側にお
けるマネジメント業績に対する説明責任の方策の拡大も同時に求めた。
　権限委譲を受けた各省の長に説明責任を負わせるという権限の政府部内
における所在は、いずれの国でも、なお、中央マネジメント機関の任務で
ある。公務員のマネジメント・レベルに説明責任を負わせ、かつ、業績を
向上させるために、様々な業績マネジメント制度が活用されてきた。特に、
業績が定量的に測定可能で、期待される業績のチェックリストが利用可能
な場合である。しかし、すべての国で行われた、これらのシステムの絶え
間ない見直しは、その有用性を過大評価すべきでないことも示している。
各省がマネジメント上の権限を大規模に下部に委譲し、各省自身の公共上
の業務の中の、特定のラインに適合するようなマネジメント上の方針と慣
行を開発してしまっているような場合、中央機関のみでは、政府における
マネジメント機能のガバナンスを適切に行使しえない。中央機関は、標準
化された査定以上のことを行う能力も時間もない。
　第２のアプローチは、マネジメントに対するガバナンスを自ら行う形態
である。ここでは、マネジメントに対するガバナンスと、マネジメントの
実施が、１つの構造に統合される。オーストラリアとイギリスの両国政府
は、民間部門のコーポレート・ガバナンスの模倣として、このアプローチ
を採用した。このモデルにおいては、各省のハイラーキー上で、マネジメ
ント層の者たちがガバナンス・ボードとして機能している。ここでは、各
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省の事務次官が議長となり、同時に、当該省の職業公務員の中で首席執行
官でもある。
　イギリスでは、大蔵省が、大臣を長とする省のコーポレート・ガバナン
ス規範を採用した。この規範は、2005年から2010年まで施行された。この
規範は、各省が最低２名の「常勤メンバー（当該省の上級マネジメント）
がその役割において支援され、建設的に挑戦を受けることを確保するため
の、独立した非常勤のメンバー」を含む「役員会」を設けることを義務付
けた。独立した非常勤メンバーは、大臣の承認の下で、事務次官によって
任命さた。
　これら各省の「役員会」は、本質的には、合議体たる各省の上級マネジ
メントである。しかし、この「役員会」は、各省の伝統的なガバナンスとは、
２つの点で異なっている。第１に、上級マネジメントの個々のメンバーが
有する個別の権限と、それらの権限の間に明確に存在する各省内の官職の
ハイラーキーに反して「集団的な『役員会』の権限の強調」がなされる。
第２に、非常勤メンバーの「独立性」が強調される（２人のうち１人は、
当該省の監査委員会の委員長であることが望ましいとされた）。これらの
「役員会」は合議体として機能することが予定され、そのメンバーの中には
常勤メンバー（省のマネジメント）に挑戦するという特別の権限を有する
もの（すなわち、独立した非常勤メンバー）がいる。これらの「役員会」
の役割と影響力は様々である。その理由は、政府部内では、「役員会」が何
らかの実験、開発途上のイノベーション、せいぜいのところガバナンス機
能を有する助言「役員会」は「円であって正方形とはまったく違う」（実現
不可能）であるとみなされていたためである。
　オーストラリアでは、独立した非常勤メンバーはいない。イギリス同様、
集団的に行使する権限を有するものと意図されている一方で、イギリス同
様、独立した権限はない。すなわち、事務次官に対する助言者に過ぎない。
自主ガバナンスモデルは民間部門でみられるものであるが、民間部門では、
役員会が常勤メンバーで独占されている企業もあるし、（役員会が独立した
公式の集団的権限を有しているとしても）首席執行者（CEO）が役員会の
議長を務める企業もある。常勤メンバーのチェック・アンド・バランスが
相対的に欠けているモデルには、ガバナンス専門家からは低い評価しか与
えられない。そして、この基準からは、オーストラリアはとても低い評価
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しか得られない（ラッド政権が2010年に公表した「オーストラリア政府行
政の改革の青写真」でも変更は予定されていない）。せいぜい、「役員会」
の集団的性質が、マネジメント上の業績向上の同輩からの圧力を生む程度
である。
　第３のアプローチは、2010年総選挙以後のイギリスの保守・自由民主連
立政権において、保守党の選挙公約に基づいて取られたものである。ここ
では、政策のガバナンスとマネジメントのガバナンスを統合し、閣内大臣
が委員長となる「役員会」を置くというものである。この構成は、閣内大
臣の他、２名から４名の大臣、閣内大臣によって任命される３名から４名
の非常勤メンバー（過半数は大規模組織の経営経験のある営利民間部門出
身）、そして、３名か４名の当該省の上級幹部（事務次官と財務担当局長を
含む）である。
　このモデルにおいては、明示的に、政治的コントロールが主張されてい
る。閣内大臣が議長、他の大臣もメンバーであり、さらに、非常勤メンバー
も大臣任用である。「役員会」が閣内大臣に対する単なる諮問機関であると
しても、明らかに彼らが「役員会」を支配している。フランシス・モード
によって提唱されたこのスキームは、マネジメントは政治の世界に吸収さ
れるべきという考え方に基づいている。
　問題は、職業公務員が、大臣とその政治スタッフに加え、大臣から独立
しているとは考え難い、更に別個の、大臣により政治任用された者と直面
せざるを得なくなる。一方で、ガバナンスとマネジメントが区別されない
ために、少数の非常勤メンバーが「政治的及び官僚的リーダーシップが協
働してパフォーマンスを向上させるフォーラムとして、省の『役員会』に
刺激を与える」というねらいが成功しているか否かも全く分からない。
　第４のモデルは、カナダの１つの省のみによって採用されているもので
ある。ここでは、省の構造に、マネジメントに関するガバナンスを排他的
に担当する当該省の「役員会」が置かれている。このモデルでは、、マネジ
メントに関するガバナンスのための独立した「役員会」と、当該省の政策
及びプログラムに関する大臣権限の構造が結合されている。この省は、カ
ナダの歳入担当省であるカナダ歳入エージェンシー（Canada Revenue 
Agency: CRA）である。CRAは、大臣を長とする省の新たな形態とみなしう
る。政策とプログラムに関し大臣が有する伝統的な省の権限は、何ものに
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も阻害されることはない。大臣は、伝統的なやり方で、依然として、職業
公務員であって政策助言者である事務次官をトップとする、職業公務員集
団から成る省に支えられている。しかし、マネジメントに関する役員会は、
省の幹部マネジメント・チームからほぼ完全に独立している。この役員会
は、立法によって設立され、省のマネジメントに関する権限も、立法によっ
て規定されている。この役員会は、これらの点においてガバナンス役員会
であり、単なる諮問機関ではない。この役員会の機能の１つは事務次官に
助言することである。しかし、この役員会は、当該省のマネジメント政策
及びシステムの承認権限も有する。役員会は、大臣に直接助言することも
可能である。
　この仕組みの制度設計の重要な要素は、役員会のメンバーの任用が、事
実上、独立して行われることである（このようになったのは、制度設計上
の偶然である）11）。役員会は、事務次官以外のすべてのメンバーは非常勤で
あり、議長は非常勤メンバーから選出される。立法上、重要なマネジメン
トに関する権限が役員会に割り当てられているため、役員会は、事務次官
と当該省のマネジメント上の業績について指揮し、コントロールし、監視
を行うのに十分な権限を有している。大臣は、役員会の権限の範囲内の事
項であればあらゆる事項すべてに関し指示を発する権限があるが、このよ
うな指示がなされた場合には、これらはすべて公表され、議会に提出され
ねばならない。
　CRA役員会は、マネジメント上の業績に関し、そして、マネジメント事
項であるべき事柄に関し、潜在的な政治的影響力から当該エージェンシー
を保護したことについて、高い評価を与えられている。それでもなお、こ
のユニークなカナダ型モデルは、カナダ政府部内で模倣されていない。過
去10年にわたり失敗やスキャンダルを繰り返した連邦警察への適用が提案
されても、なお模倣されなかった。
　上級幹部職業公務員の間で、政府の省における独立したマネジメント役
11） 当初は、連邦税と州税の両方を取り扱う独立した国立徴税組織として歳入省
を設立する計画であったが、この案が棚上げされた後も、この案を前提とした
役員任命プロセスは残った。すなわち、役員15人のうち11人は、、州政府が、連
邦政府からは独立して任命を行う（Aucoin 2012, 197, note 5）。
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員会に対する熱烈な支持がほとんどないのは当然である。中央機関からの
年次又は定期的なレビューと、議会機関からの監査を除いて、事務次官は、
そのマネジメント業績に対し、継続的な監視の目にさらされない。大臣は、
時として介入するが、それは、マネジメント業績の評価のための継続的な
監視ではない。要約すれば、各省の上級幹部職業公務員は、現状、自分た
ちがマネジメントを統治すると同時にマネジメントを実施していること、
事務次官は（CEOとして）マネジメント役員会の議長であること、この役
員会は、本質的に事務次官への助言を行うものであること、そして、独立
した非常勤メンバーはいないということを分かっているのである。
　よく設計された、マネジメントを統治する役員会の効用は驚くべきこと
ではない。業績マネジメントは、決して、業績測定のみに依存するもので
はありえない。業績マネジメントは、専門性と経験に基づく判断の行使を
必要とし、マネジメントを統治する権限を有する者とマネジメントを実施
する権限を有する者との継続的な対話をもたらす。大臣も中央機関も、い
かなる助言を受けようとも、この機能を行使できない。大臣と中央機関は、
この点に関し、行使すべき機能を有しているけれども、その行使には、マ
ネジメントに対するガバナンスとして業績マネジメントを行う、専門の、
独立した構造を必要とする。役員会が、当該役員会の権限と独立性を通じ
て業績の向上に成功するということは、オランダの執行エージェンシー役
員会についての知見と一致する（ただし、オランダの事例は、大臣省の役
員会ではなく、腕一本の長さの距離にある執行エージェンシーの役員会で
ある）。
第５節　オーコインの結論
　NPGは、職業公務員のリーダー集団を、政府の行政府内部のみならず、
議会の公開されたフォーラム、国民への協議、そしてメディアにおいても、
予期せぬ変化に陥れた。NPGを基礎づける諸力は、一時的なものではない。
しかし、NPGの悪影響は、政治的に中立で、不偏的に行動し、質の高い公
共サービスを大臣と国民に提供し、そのマネジメントと執行の業績に対し
説明責任を負うことを意図するような、政府の行政府の制度としての職業
公務員集団に対し、その制度の改革を行うことによって緩和しうる。政府
の政治的な制度に対する改革は別として、このような改革の中で最も重要
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なものは、このリーダー集団を法的に独立して任用することによって、政
治的に中立な職業公務員集団の一部とするような改革、そして、各省レベ
ルで、行政執行の範囲内で、上級幹部公務員のマネジメント業績のガバナ
ンスが政治から独立して統治され、説明責任を負わされるような改革であ
る。
第４章　オーコインの2012年のNPG論文に対する査読意見
第１節　ジョナサン・ボストン
　オーコインによれば、NPGはマスメディアの変化、透明性の向上、有権
者の浮動性と両極化、党派間の競争の激化などによるものであるとする。
そして、職業公務員集団の政治的中立性を強化するためには、ウェストミ
ンスター諸国は、事務次官の任用にニュージーランド・モデルを用いるこ
とと、マネジメントを監視するための「役員会」を各省に置くことを提案
している。
　公益が、政治的に中立な、党派的でない職業公務員集団によって最もよ
く支えられるというオーコインの主張に異論はない。ウェストミンスター
諸国の中には、政治的中立性の伝統が、その時々により、脅威にさらされ
てきたこと、そして、例えば、カナダにおいて、ニュージーランドよりそ
の脅威が大きかったことも否定しない。一定の制度的枠組みの設計方法が、
元の状態への復元性その他の長期にわたって続いてきた憲法慣習にインパ
クトを与えると信じることにも十分な理由はある。オーコインは、ニュー
ジーランドにおける事務次官（首席執行官）の任用プロセスが、首相が事
務次官の任用に決定的な役割を果たすプロセスと比べ、まして、首相の政
治顧問が政治的に任用され党派的であると認識されている場合に比べ、政
治的中立性の原則に対する保護を高めていると主張しているのである。
　しかし、オーコインの分析の他の部分は、これに比べると説得的ではな
い。特に、NPGの４つの特徴は、不適切に特定され、及び／又は正当化が
貧弱であり、目新しくはないものもあり、証拠が不足し、及び／又はオー
コインが主張するほど関係性が強くないものもある。したがって、NPGを
ガバナンスの明確な一形態として研究を進めるのであれば、それが理念型
であったとしても、さらなる明確化、具体化、そして正当化が必要である。
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　行政府のガバナンスと継続的な政治キャンペーンとの結合については、
オーコインの分析を注意深く読むと、彼の主たる関心が、継続的な政治キャ
ンペーンへの移行ではなく「首相の補佐機関への権力の集中度の高まり」
であることが分かる。これは目新しいことではない。首相が強い権力を保
持することは、少なくとも過去１世紀にわたり、多くのウェストミンスター
諸国において比較的共通して生じていた事象であった。同様に、強い権力
を有する首相が「必ず」非党派的な官僚制への脅威となるか、又は、非党
派的な官僚制と両立しないという証拠もない。もし、非党派的な官僚制へ
の脅威となったり、これと両立しないというのであれば、長期にわたって、
政治的に中立で、成績主義に基づく職業公務員集団が生き延びてきたとい
う伝統自体が疑わしいことになる。これに対し、強力な権力を有する首相
が、長期にわたる慣習にリスクを与える「可能性がある」ことは明白である。
彼らは、通常の閣議プロセスを超越しうるからである。しかし、このよう
なリスクをどこまで緩和しうるかについては、今後、議論すべき課題であ
る。職業公務員集団による省を大臣から切り離すような制度的枠組みは、
一定の状況下ではリスク緩和の支援になりうる。しかし、最も効果的な
チェックは、本質的に、官僚的なものではなく政治的なもの、すなわち、
世論による制約、定期的な選挙、そして政党内部のプロセスである。
　大臣直属の政治スタッフの任用については、「特別顧問」又は「政治顧問」
の任用が４か国において既に規範化していることを念頭に置く必要がある。
したがって、政府の意思決定における「第三勢力」の存在は、新しいもの
ではない。さらに、その数の増大と役割の拡大とともに、そのような発展が、
根本的に、又は、元に戻せないほど、政策決定を変えてしまったというの
も誤りであろう。確かに、政策助言は以前より競争的にはなった。しかし、
政治顧問が、これまで職業公務員集団が果たしてきた中核的助言者として
の役割を乗っ取り、省の職業公務員の大臣へのアクセスをシステム的に妨
げ、職業公務員集団の重要な規範を損なったという証拠はほとんどない。
実際、アイヒバムとショーが2007年の論文で主張しているように、大臣直
属の政治的に任用されたスタッフは、職業公務員の非党派的役割を保護す
る支援となり得る。これは、職業公務員に対し、本質的には政党政治的性
質を有する事項に関する助言の提供を期待される程度が減少するためであ
る。例えば、連立合意の中身と交渉や、政策の選択肢の代替案が選挙に与
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え得るインパクトの査定などである。一般的に言えば、政治顧問が職業公
務員の「価値と構造」を「継続的に損なってきた」、すなわち、各省の助言
者の政策上の役割と影響力を著しく小さくしてきたと主張することは正確
ではない。
　このことは、例外があることを否定するものではない。政治顧問の中に
は、強い影響力を行使してきた者もいる。同様に、上級の職業公務員は、
時として、政治的に任用された大臣スタッフ（若くて経験の浅い者もいる）
に立場を奪われたと感じることもある。政治顧問がその正当な役割の範囲
を超えたり、重要な（そして不当であるとも言われうる）意思決定権（イ
ギリスのブレア政権で時として発生した、職業公務員に対する命令発出権
など）を与えられたりしうることも否定しない。しかし、このような偶発
的な逸脱は、新たな規範を構築しているとみなされるべきではない。大規
模かつ有能な官僚は、しばしば有効な反撃をする方法を有している。
　オーコインによる、ニュージーランドにおける近年の政治上の展開に関
する議論は、政治顧問が職業公務員集団の政治的中立性に自動的に脅威を
与えるものではないことを強調している。数十年にわたる政治顧問の任用
（その中には影響力の大きい者もいた）にもかかわらず、非党派性の伝統は
強力である。同時に、比例代表制と連立政権が、上級政治スタッフによる
「政府全体における自由な影響力の行使」への制約となっているというオー
コインの主張は、完全に的外れである。ヘレン・クラーク政権（1999年か
ら2008年まで）の間に首相府の首席補佐官であったヘザー・シンプソンの
果たした強力な役割がその証拠である。比例代表制も、オーコインが示唆
するほどの強力な制約としては機能していない。
　オーストラリア、イギリス及びカナダにおける近年の上級幹部公務員の
任用の「政治化」（任用の「個人化」の形態をとるにせよ、職業公務員の「個
人的政治化」の形態をとるにせよ）についても、オーコインの示す経験的
な証拠は極めて弱い。同様に、多くのトップの職業公務員が「自らを首相
の代理人とみなしている」という主張も証拠がほとんどない。「政治化」が
４か国で等しく当てはまる訳でもないし、マルガンが1998年の論文で指摘
しているように「政治化」という概念自体があいまいである。
　職業公務員集団外からの明示的に党派的な任用については、ウィルソン
とベーカーが2003年にイギリスについて行った研究の結果は、オーコイン
52巻２号　（2018. １）　（　　）338
論　　説（　　）29
の主張をほとんど支持していない。逆に、オーストラリアとカナダでは、
上級官職の任命がイデオロギー及び／又は党派的な配慮に影響されてきた
例が存在する。しかし、両国において、この慣行は新しいものではない。
外部からの党派的任用は、少なくとも過去40年にわたって発生している。
このような任用の人数は少なく（せいぜい１人か２人）、いくつかの重要官
職に限定されている（オーストラリアの首相内閣省事務次官やカナダの枢
密院書記官長）。いずれの事例でも、これらの官職が永続的に政治化されて
きた訳ではない。
　一般的に、オーストラリア、イギリス及びカナダの新たな政権は、職業
公務員のトップの個別官職の大規模な交代を要求しない。例外は、1996年
のハワード政権による６つの現職事務次官の交代（及び連邦上級職業公務
員の３分の１の交代）である。重要なことは、後任の者も実績ある職業公
務員であり、前労働党政権の下で職務に従事していたということである。
いわゆる「粛清」は、職業公務員の「政治化」（党派化）への移行を示すも
のではないということである。むしろ、このことは、新たな中道右派政権が、
新鮮なスタートを切り、新たな優先事項とアジェンダを有する新政権が権
力を握ったことを職業公務員に示したいという願望を強調するものであっ
た。
　この４か国では、専門性のある政治的に中立な職業公務員が、事実上、
全省の上級官職の役割を保持しており、外部任用は例外である。オーコイ
ンが認めるように「政治的中立性は公的なドクトリンとして依然有効」な
のである。
　最後に、オーコインは、オーストラリア、イギリス及びカナダでは、そ
の職業公務員が専門性を有する献身的で従順な集団であることを超越して、
「熱烈な支持」とまではいかなくとも「党派的忠誠」を示していると主張し
ている。この結果、職業公務員は、自らの役割を、政府の意図を叙述し、
説明することに限定せず、時の政権の政策を、公の場で、公然かつ恥じる
ことなく提唱するというのである。しかし、オーコインが主張する例が確
かに関係ある一方で、このような行動は、規範化しているどころか、一般
的であるという証拠さえもない。彼の分析は、様々な制約（倫理規範、官
僚文化、情報公開に関する規定、そして法）や自動安定装置（定期的な政
権交代）が働き続け、これが職業公務員による党派性の不適切な発揮を制
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約しているとする。省の職業公務員たる助言者が、「職務と混然一体となっ
た党派性を帯びた者」として存在するのであれば、なぜ政府はなお大規模
な人数の政治顧問を必要とするのであろうか。
　職業公務員が、自省の大臣の政治上のニーズと優先事項に「応答的」で
あること、そして、政権のアジェンダに、オープンかつ積極的に、自らの
コミットメントを示す絶え間ない圧力がしばしばあることは、ボストンと
オーコインの共通認識である。同様に、「自由で率直な」助言の伝統を、ほ
とんど重要視しない大臣や、一貫してこのような助言を行おうとする「勇
猛さ」を欠いた上級幹部職業公務員がいることも明確である。しかし、こ
れらの傾向を、積極的な党派性と混同してはならない。
　全体として、オーコインは、オーストラリア、イギリス及びカナダにお
けるここ数十年に現れた「政治的ガバナンス」の新たな、かつ特徴的な１
つの形態の提案を支持する証拠を十分に示していない。このことは、理念
型として、あるいは潜在的に有用な発見として、NPG概念を棄却する理由
とはならない。しかし、この概念は、さらに精錬することが必要であるし、
オーコインの定義のままでは、対象とした諸国の現実の経験からも乖離し
ている。
　ここ数十年の間に大きなガバナンスの変化が生じていることは確かであ
る。大臣と上級幹部職業公務員の間の政官交渉は進化し、省の職業公務員
のトップはより大きな権限（と報酬）を得ている一方で、行政上の過誤や
非効率に対する非難もより多く受けるようになっている12）。ウェストミン
スター諸国の中には、少なくとも一定の政権の下においては、公共政策に
関する主要な事項に関する一義的な意思決定主体としての内閣の役割が著
しく減じている国もある。しかし、このような状況が発生している程度か
らは、この特定の意思決定の形態を「首相政府」と呼ぶのがふさわしい。
これは、たとえ概念的に重複する部分があったとしても、NPGとは区別さ
れるべきものである。
⑵　ジョン・R・ネザーコート
　オーコインの主張するNPGの重要性は、政治と政権が活動する状況の変
化が、職業公務員集団と行政に対して与えた結果について記述しているこ
12） 「政官交渉」（public service bargaining）の概念については、平井 2011参照。
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とである。この状況の変化は、主として技術とコミュニケーションの発展
によるものである。
　オーコインが特に述べている課題は、政府の大臣レベルから与えられる
多くの圧力に照らして、政治的に中立な（非党派的な）職業公務員集団の
維持である。
　オーコインの批判には全体としての共感はある一方で、事態は彼が信じ
ているほど悪くはなく、彼の発見に異なった視点を投げかけるような多く
の展開が、彼がNPGに関し執筆した後に生じている。継続的な脅威を改善
する重要な要素は、ウェストミンスター型の職業公務員集団の独立性の性
格にある。「独立性」は、組織に与えられているのではない（組織は、自律
的に活動する手段を与えられていたとしても、単純に誰かに従属するもの
である）。「独立性」は、組織を構成する個々人に与えられているのである。
伝統的な体制の形成期である第二次世界大戦直後においても、命令に従わ
ない明白な理由のない限り、大臣からの命令には従わなければならないと
いう確信が存在したのである。
　24時間／７日間のニュースサイクルが、政府業務を継続的キャンペーン
に近づけていることは事実である。しかし、その影響は、単に、政治的中
立性と非党派性をあいまいにする可能性よりもずっと大きい。意思決定者
の時間が不足しているために「熟慮に基づく決定」は絶滅の危機に瀕して
おり、このことは、多くの政府の発表や声明が無味乾燥であることを部分
的に説明する。
　一方、現在、意思決定者は、豊富な情報を有している。コミュニケーショ
ン速度の高速化により、一連の長い反復によって、その処理に数週間か、
場合によっては数か月を要していた事項が、現在では、短期間に集中的に
強い関心を受けて処理される。
　政府の長への権力の集中は、過去20年間、研究者の間での大きな関心で
あった。しかし、内部者にとっては、この関心は大きくはなく、むしろ、
内部者の関心は、政策と行政において「政府全体」の視点を取り戻すこと
にあった。
　オーコインの「職務と混然一体となった党派性」の出現の可能性に対す
る警告は、多くの読者の注目を引いたであろう。ここで、彼は「政権が、
職業公務員に、公然と自政権を支持する」ことを求めるような事態に対し
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て警告を発している。「このことは、政治的に中立的な忠誠を党派的な忠誠
に置き換えるものである。」としている。
　このおそれ（真実である）は、匿名性の低下、そして、職業公務員が議
会の委員会への出席や利益集団への対処を行うことによって拡大している。
オーコインは、多くの具体例を指摘しており、これらはすべて、専門家の
間において眉をひそめるような出来事である。しかし、後年、彼が批判す
るような行為類型はなくなってきており、これは偶然ではない。
　オーコインは、その分析を、行政の専門的性格を強化するようないくつ
かの提案で締めくくっている。彼は、ニュージーランドの省における職業
公務員の長の任用慣行を、親近感をもって報告している。同国では、中心
となる者は国家公務委員会の委員長である。この提案は、あまり注目を集
めないであろう。他国では、現実的ではないからである。現在オーストラ
リアで用いられている方法をニュージーランド型に移行することの現実性
が最も疑わしいという強い証拠は、自国の制度を守ろうとする説得力のな
い試みが継続されてきたことと、公務委員長が、職業公務員の上級集団を
含む人事システムの重要な場所を占めるにもかかわらず、公務委員長に対
し、任命について協議を受ける役割以上の権限を与えることを継続的に拒
否してきたことである。
　オーコインは、各省のマネジメント上の「役員会」の制度も主張している。
これは、彼が数年にわたって探求してきたイノベーションである。彼は、
そのインスピレーションを、カナダ歳入エージェンシーにおける「役員会」
から得ている。彼自身が記しているように、このアイディアには上級幹部
職業公務員からの支持は得られない。しかし、オーコインが主張するよう
な職業公務員集団の政治的中立性の維持という理由からも、そして、政府
組織が、その組織が設立された目的に照らしての効率性、有効性、重要性
を保持しうる手段に関する理由からも、このアイディアは、何らかの利益
を守る。
第５章　まとめ
　世界的にトップ・クラスのジャーナルに投稿された、同じく世界的に
トップ・クラスの研究者の論文に対する査読プロセスが可視化されるとい
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う機会は極めて珍しい。NPGという新たな概念の定立の試みと、その試み
に対する立証の不足の指摘は、NPGという概念の分析ツールとしての現時
点での利用可能性、そして、今後の概念の明確化に必要な課題を読者に明
確に示してくれる。
　ボストンは、NPG、すなわち職業公務員集団の政治的中立性・非党派性
の消失を示す４つの特徴が、証拠に乏しい、又は事実と一致しないとして、
更なる立証を求めている。「行政府のガバナンスと継続的な政治キャンペー
ンとの結合」は、政治（内閣）レベルにおける首相への権力の集中と、行
政レベルにおける首相補佐機関の規模や機能の拡大であって、NPM以後の
現象ではないのではないかと指摘する。「政治スタッフの拡大」は、政治的
助言の負担を職業公務員から移すことによって、むしろ、職業公務員集団
の政策助言の非政治性を高めている可能性を指摘する。「上級幹部職業公務
員集団に対する個人的な政治化」については、政権交代に伴う上級幹部公
務員の交代が、1996年のオーストラリア・ラッド政権を除いてほとんどな
く、この事例についても、職業公務員集団の外部からの任用ではなく、職
業公務員集団の中からの任用である。したがって、職業公務員による上級
官職の独占状態には変化がないとしている。「職務と混然一体となった党派
性」についても証拠が乏しく、もし職業公務員がそのような党派性を帯び
たのであれば、むしろ、政治スタッフが不要になるのではないかとしている。
　ネザーコートの査読意見は、相対的にオーコインが提案する改善策に焦
点を当てている。ニュージーランド型の任用慣行を適用することによる、
職業公務員集団の独立性の回復は、（少なくともオーストラリアについては）
現実性に乏しいとする。ネザーコートは詳述を避けているけれども、これ
は、暗に、職業公務員の任用の独立性を高めるために制度的措置をとらね
ばならぬほどには、職業公務員の任用の政治化が政治問題として意識され
ず、その結果、政治・政策アジェンダとして顕在化するに至っていないと
いうことを前提としているのではないだろうか。
　「役員会」についての提案については、ネザーコートは、職業公務員集団
の独立性保護の制度的枠組みとして有用性のみならず、政府組織の業績の
改善方策としての有用性を示唆している。ネザーコートはやんわりと書い
ているが、彼は、むしろ後者の観点からの分析を進めることの意義を意識
しているのではないであろうか13）。オーコイン自身も、2012年論文の中で
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はカナダのCRAの役員会の有用性を立証しておらず、その有用性は、政官
のインターフェースからは距離を置いた、オランダの執行エージェンシー
の役員会の有用性をもって代替的に示しているのである。
　我々日本人研究者が今後注視すべきは、NPGが具現化したことを示す現
象としてオーコインが示した４つの特徴が、ウェストミンスター諸国以外
の国、特に、日本、ドイツ等の、ウェストミンスター諸国とは異なる伝統
を有する議院内閣制諸国においてもみられるのか、そして、仮にウェスト
ミンスター諸国においてNPG概念が成立するとすれば、それは、ウェスト
ミンスター諸国以外の国にも一般化可能なものであるかということであろ
う14）。このためには、ボストンが、オーコインの主張の多くを構造変化と
しての立証が弱いとしていることに照らすと、短期的なスキャンダルの例
示などではなく、長期的に、政官関係において生じている事象の蓄積を丁
寧に行っていくことが必要であろう15）。
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